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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

　平成23年８月25日提出の有価証券報告書に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため、本訂正

報告書を提出するものです。

２【訂正事項】

　下線　　　　　　は訂正箇所を示します。

 

第一部【ファンド情報】

第１【ファンドの状況】

５【運用状況】

（２）【投資資産】

②【投資不動産物件】

　　（イ）保有資産の概要

＜訂正前＞

（前略）

物件
番号

物件名称 投資区分 所在地
投資
エリア
（注1）

地積
（㎡）
（注2）

用途
(注3)

延床面積
（㎡）
（注2）

構造・
階層
（注2）

建築時期
（注2）

資産
形態
（注4）

所有形態（注5）

土地 建物

(中略)

Re-11
ミルーム
若林公園

レジデンス
東京都
世田谷区

Ⅰ．
東京23区

2,949.17
共同
住宅

6,689.03
RC
8F1B

H16.2.13
信託
受益権

所有権 所有権

（後略）

＜訂正後＞

（前略）

物件
番号

物件名称 投資区分 所在地
投資
エリア
（注1）

地積
（㎡）
（注2）

用途
(注3)

延床面積
（㎡）
（注2）

構造・
階層
（注2）

建築時期
（注2）

資産
形態
（注4）

所有形態（注5）

土地 建物

(中略)

Re-11
ミルーム
若林公園

レジデンス
東京都
世田谷区

Ⅰ．
東京23区

2,892.06
共同
住宅

6,689.03
RC
8F1B

H16.2.13
信託
受益権

所有権 所有権

（後略）
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（ヘ）各物件の概要

＜訂正前＞

（前略）

物件番号：Re-11　　物件名称：ミルーム若林公園

（中略）

土地

所有形態 所有権 建物状況調査報告書の概要  

地積 2,949.17㎡ 　調査機関 東京海上日動コンサルティング株式会社

用途地域 第一種中高層住居専用地域 　調査時点 平成16年９月１日

建蔽率 60％ 　再調達価格 1,441,900,000円（注）

容積率 200％ 　ＰＭＬ 6.7％（注）

（中略）

物件番号：Re-42　　シングルレジデンス銀座

（中略）

土地

所有形態 所有権 建物状況調査報告書の概要  

地積 175.16㎡（注１） 　調査機関 株式会社東京建築検査機構

用途地域 商業地域 　調査時点 平成22年７月28日

建蔽率 80％ 　再調達価格 296,000,000円

容積率
（注２）

800％ 　ＰＭＬ 3.0％

建物

所有形態 所有権 　長期修繕費（15年以内） 44,880,000円

用途 共同住宅・店舗 前所有者 株式会社クリード

構造・
階層

ＳＲＣ　13Ｆ   

延床面積 1,375.97㎡   

建築時期 平成16年７月22日   

     

（中略）

物件番号：Re-70　　シングルレジデンス東中野

（中略）
特記事項

南東側隣地及び南西側隣地の擁壁の一部が信託不動産に越境しています。本件については、それぞれ越境に関する確認書が締結されています。

（中略）

物件番号：Ho-02　　スーパーホテル京都・烏丸五条

（中略）

土地

所有形態 所有権 建物状況調査報告書の概要  

地積 337.23㎡ 　調査機関 株式会社東京建築検査機構

用途地域 商業地域 　調査時点 平成22年７月18日

建蔽率 80％ 　再調達価格 438,000,000円

容積率 600％ 　ＰＭＬ 8.7％

建物

所有形態 所有権 　長期修繕費（15年以内） 50,220,000円

用途 ホテル 前所有者 有限会社ビーナス・プロパティー

構造・
階層

ＲＣ　10Ｆ   

延床面積 2,144.02㎡   

建築時期 平成16年１月19日   

     

（中略）

物件番号：Ho-03　　スーパーホテルさいたま・大宮

（中略）
投資エリア 地方投資エリア（埼玉県） 信託受託者 あおぞら信託銀行株式会社

（後略）
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＜訂正後＞

（前略）

物件番号：Re-11　　物件名称：ミルーム若林公園

（中略）

土地

所有形態 所有権 建物状況調査報告書の概要  

地積 2,892.06㎡ 　調査機関 東京海上日動コンサルティング株式会社

用途地域 第一種中高層住居専用地域 　調査時点 平成16年９月１日

建蔽率 60％ 　再調達価格 1,441,900,000円（注）

容積率 200％ 　ＰＭＬ 6.7％（注）

（中略）

物件番号：Re-42　　シングルレジデンス銀座

（中略）

土地

所有形態 所有権 建物状況調査報告書の概要  

地積 175.16㎡（注１） 　調査機関 株式会社東京建築検査機構

用途地域 商業地域 　調査時点 平成22年７月28日

建蔽率 80％ 　再調達価格 296,000,000円

容積率
（注２）

800％ 　ＰＭＬ 3.0％

建物

所有形態 所有権 　長期修繕費（15年以内） 44,280,000円

用途 共同住宅・店舗 前所有者 株式会社クリード

構造・
階層

ＳＲＣ　13Ｆ   

延床面積 1,375.97㎡   

建築時期 平成16年７月22日   

     

（中略）

物件番号：Re-70　　シングルレジデンス東中野

（中略）
特記事項

南東側隣地の擁壁の一部が信託不動産に、信託不動産の擁壁の一部が南西側隣地に越境しています。本件については、それぞれ越境に関する確
認書が締結されています。

（中略）

物件番号：Ho-02　　スーパーホテル京都・烏丸五条

（中略）

土地

所有形態 所有権 建物状況調査報告書の概要  

地積 337.23㎡ 　調査機関 株式会社東京建築検査機構

用途地域 商業地域 　調査時点 平成22年７月８日

建蔽率 80％ 　再調達価格 438,000,000円

容積率 600％ 　ＰＭＬ 8.7％

建物

所有形態 所有権 　長期修繕費（15年以内） 50,220,000円

用途 ホテル 前所有者 有限会社ビーナス・プロパティー

構造・
階層

ＲＣ　10Ｆ   

延床面積 2,144.02㎡   

建築時期 平成16年１月19日   

     

（中略）

物件番号：Ho-03　　スーパーホテルさいたま・大宮

（中略）
投資エリア 第二投資エリア（埼玉県） 信託受託者 あおぞら信託銀行株式会社

（後略）
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（３）【運用実績】

③【自己資本利益率（収益率）の推移】

＜訂正前＞

（前略）

(注）自己資本利益率は、以下の算式により計算し、小数点第２位を四捨五入しています。

自己資本利益率＝当期純利益／（期首純資産額＋期末純資産額）÷２×100

（年換算）自己資本利益率＝当期純利益／（期首純資産額＋期末純資産額）÷２÷運用日数×365×100

なお、第18期の当期純利益には、特別利益として計上した負ののれん発生益10,026百円が含まれています。また、第19

期において、営業費用として不動産等売却損6,654百万円及び本震災関連の特別損失103百万円を計上したこと等に

より、当期純損失△5,626百万円を計上しました。

 

＜訂正後＞

（前略）

(注）自己資本利益率は、以下の算式により計算し、小数点第２位を四捨五入しています。

自己資本利益率＝当期純利益／（期首純資産額＋期末純資産額）÷２×100

（年換算）自己資本利益率＝当期純利益／（期首純資産額＋期末純資産額）÷２÷運用日数×365×100

なお、第18期の当期純利益には、特別利益として計上した負ののれん発生益10,026百万円が含まれています。また、第

19期において、営業費用として不動産等売却損6,654百万円及び本震災関連の特別損失103百万円を計上したこと等

により、当期純損失△5,626百万円を計上しました。
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